
本委員会ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。

質疑の正確かつ詳細な内容については会議録を御参照ください。
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衆議院総務委員会ニュース

平成 21.4.21 第 171 回国会第 16 号

4月 21 日（火）、第 16回の委員会が開かれました。

１ 地方自治及び地方税財政に関する件（直轄事業負担金問題）

・参考人から意見を聴取し、質疑を行いました。

（参考人）埼玉県知事 上 田 清 司君

関西学院大学大学院人間福祉研究科教授 神 野 直 彦君

全国知事会直轄事業負担金問題プロジェクトチーム座長

山口県知事 二 井 関 成君

大阪府知事 橋 下 徹君

（質疑者及び主な質疑内容）

福 井 照君（自民）

・ 退職手当の積算基礎からの除外等から議論を開始した

らどうかと思うが、今後における直轄事業負担金に係る

検討の進め方等について、二井参考人の見解を伺いた

い。

・ 全額国費の直轄事業が議論の出口として考えられると

思うが、直轄事業負担金制度の見直しの方向性につい

て、橋下参考人の見解を伺いたい。

原 口 一 博君（民主）

・ 今後どのように国に対し直轄事業負担金に関する情報

開示を求めていくのかについて、上田参考人の見解を伺

いたい。

・ 地方公共団体に歳入面における自己決定権を持たせる

ようにすべきことについて、神野参考人の見解を伺いた

い。

谷 口 隆 義君（公明）

・ 直轄事業負担金問題について、全国知事会において検

討していたのにもかかわらず、現在に至るまで大きな行

動がとられなかった理由について、上田参考人、二井参

考人及び橋下参考人の見解を伺いたい。

・ 直轄事業に係る国と地方公共団体の事前協議の在り方

について、神野参考人の見解を伺いたい。

塩 川 鉄 也君（共産）

・ これまで直轄事業負担金の明細提出のルール化につい

ての要望が全国知事会から行われなかった理由につい

て、二井参考人に伺いたい。

・ 国からの職員の出向に伴い人事介入の懸念があるとす

ることを踏まえ、国からの職員の出向についての上田参

考人、神野参考人、二井参考人及び橋下参考人の見解を

伺いたい。

重 野 安 正君（社民）

・ 地方公共団体の要望に合致する直轄事業が行われてい

るか検証する必要があると考えるが、このことを踏まえ

て、直轄事業についての上田参考人、二井参考人及び橋

下参考人の知事としての見解を伺いたい。

・ 直轄事業負担金の議論を契機として徹底した地方分権

に関する議論を行うことについて、神野参考人の見解を

伺いたい。


